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はじめに             、

これまで建築物の耐用年数は、例えば大蔵省令の耐用

年数表にみられるように、構造と用途の分類をもとにし

て決められている。もし寿命と耐用年数がおおむね比例

関係にあるとすれば、寿命も構造 ・用途によって異なる

ことになる。筆者等は事務所馨築物の寿命実態を調査す

るなかで、構造 ・用途だけでなく建物の延床面積が建築

物の寿命に影響している可能性を指摘した。今回、木造

住宅に関して住宅金融公庫の資料によつて規模別の寿命

の違いを推定することを試みた。

資料は、平成元年度から5年度ま韓 金融公度の公庫融

資利用者調査報告 ・個人住宅建設編の基となったデータによつ

亀 報告書には掲載されていないが、公庫融資利用者調査には

般 Jつ いての取り壊し時期の調査項目がある。平成5

年の結果を表Tlに 報 、縦見出しは経過年数、横見出しは床

献  (詢 の卿 似上一飛働 を表先 本研究は5年分の

この資料から、規模別の住宅寿命を推計しようとするものであ

る。
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規模別―に見た木造戸建住宅寿命の推計

‐日本建築学会大会学術統演寝協集
( 北海 道) 1 9 9 5 年 8 月

正会員 〇 刀`松幸夫

分析方法

分析の手順は以下の通りである。

1.寿靖減湖F宅鍋局きする。

2朝 悌傑顕の分布により取り壊じ蜘の補正を行う。

ユ仮定した寿命分布のパラメ‐夕を推定し、寿命分布を求める。

揃 艇

年次ごとの新築激が等しいと仮定すると、表-1に 示す数値

の分布は、信頼性理論でいう 鴨即的 の確率密度分布に相当す

るものとなる。この分布から直接寿命分布すなわち残存率曲線

を求めることも可能であるが、故障密度分布の裾が切れている

般 四 年)た め、寿命が短めになることが予想される。こ

れまでの調査結果から、木造専用住宅の場合は故障密度分布が

対数正規分布に従うと考えられるので、今回はそのように仮定

することとし,屯決鶏こ)硯廃に規分布の故障密度関数筑

か競寸堵増 Ⅲ
…i中

【っ"r_的…抹Ⅲpt―坐智≧μ∵の

年次別新築数につぃて

ま雷塗思患樫哲寮密官害単鶏鷺寧ち香:良 零整得岳看盆、

実際には新築数の変動に対して数値を補正する必要があ

る。今回対象としているのは個人住宅であるから、大部

倉釜督涼雲軍盛録賓嘉言各宮皆長1策笹宮窪とこせ石員
ては 1970年以降の資料しか得られない。そこでこれま

で木造住宅の寿命推計に用いた資料から、新築棟数の割

R長苦癸遷昌基ととと岳独冒警を橋警置呂よ善&F告畳
を同一に扱つても差し支えはないと判断した。

過去の調査資料は、いずれも固定資産台帳に基づく新れた残

襴 盟軽各辱控辮轡宮播&稲
果は1970年を100とした指数で表すこととした。これまでの3
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表「1 取 触し時期 (住宅金融公庄、平成5わ

A Study ofthe effect of a wooden house=s area on the life ti『ne
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図-1 新 襲数の年次別推移

種類の開査から得られた各年次別の指数とヽ lg的年以降の若工

統計を指数イヒしたものの比較を図-1に 示先 最終的には 1970

"帥 らヽ得られた指数を用いることとし、1969年

以前は4199o年時点の調査結果 Dか ら得た指数を用いることと

した。図中の太線によりそれらを通統させたものを苺 、 ,

表-3 年 次・抑 赫 のパラメータ
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また、筆者等は寿命分布の代表値として残存率が P/。となる

年数を用いているが、それらを表-4t煮 、

線

表-3か ら明らかなように、いずれの年次においても規模が

大きくなるほど寿命は長いという結果が得られた なおこれま

でに固定資産台帳にようで調査した結果では、1987年時点の木

造専用住宅帥 割 で楓2年であり、1990年時点の調査

では生4年であつた 固定資産台帳による調査は、の

ものも含んでいるためやや短めになっていると考えられる。

榊

本研究は、住宅金融公庫・着工予測研究会における資料にも

とづくものである。資料を提供いただいた住宅金融公庫企画部

調査操をはじめ、脚熙割立に対して深く謝意を表したし、

注

D全 嗣町村を対象としてヽ各新築年次別の現存棟数と除却棟数を

木遺専用住宅その他についてアンケート調査した。参考文献9参照
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抑制岡田醐のパラメータ推計

まず全体の分布の傾向から、延床面積 90 Hf未満、90

～1201P、 120 Hf以上の3グループとし、便宜的にそれ

ぞれを小規模、中規模、大規模と呼ぶこととした。また

全体をひとまとめにしたものの結果もあわせて求めるこ

ととした。(1)式に示すように、対数正規分布は2つ の

パラメータを有する。表-1を 補正した分布を対数正規

分布と仮定した場合、経年の部分を対数に変換するとこ

の分布は正規分布となる。したがつてパラメータの推計

は、まずこの分布を正規分布に直し、区間中央値を用い

て平均値と標準偏差を求めたのち、対数正規分布のパラ

メータを求める方法によつた。平成 5年調査の残存率関

数を描いたものが図…2で ある。

田-2 pll残 補導曲線 (平成5年)

また、対教正規分布のパラメータは表-3に 示す通りであつた

4811の 500/―

/1蹴 中脳 鞭 鉢

萌 86.0 42.8 51,3 40.8

平成2年 37.1 45.0 55.9 44.5

平成3年 35.7 43.4 55.1 43.5

平成4年 34.9 41.6 54.0 43.0

平成5年 33,9 40.1 52.9 42.2
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